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１ 特定建築物とは 

多数の者が使用し、又は利用する建築物の維持管理に関して、環境衛生上必要な事項を定める

ことにより、その建築物の衛生的な環境を確保することが「建築物における衛生的環境の確保に

関する法律」の目的です。その対象となる建築物が「特定建築物」であり、以下のように定めら

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※延べ面積の計算の仕方 

  １つの建築物を次の４つの部分に区分して計算します。 

 

   Ａ 専ら特定用途に供される部分（例：事務所、店舗の専用部分） 

   Ｂ Ａに付随する部分（いわゆる共用部分）（例：廊下、階段、洗面所） 

   Ｃ Ａに付属する部分（例：百貨店内の倉庫、事務所付属の駐車場） 

   Ｄ 専ら特定用途以外の用途に供される部分（例：独立の診療所の専用部分） 

  ＊ＢはＡと「密接不可分」の関係にあり、ＣはＡと「機能的一体」をなしている（ＣはＡと

分離して取り扱うほど独立した機能・目的を有するものではない。） 

  

  ＊それぞれの床面積の合計を「Ａ：ａ㎡、Ｂ：ｂ㎡、Ｃ：ｃ㎡、Ｄ：ｄ㎡」とすると 

「ａ＋ｂ＋ｃ≧３，０００㎡」であれば、特定建築物と判断されます。 

（学校教育法第１条に規定する学校にあっては「ａ＋ｂ＋ｃ≧８，０００㎡」） 

なお、「ａ＋ｂ＜ｃ」のとき、ＣはＡに付属すると判断せず、Ｄとして扱います。 

【建築物における衛生的環境の確保に関する法律】（以下「法」という。） 

第二条 この法律において「特定建築物」とは，興行場，百貨店，店舗，事務所，学校，共

同住宅等の用に供される相当程度の規模を有する建築物（建築基準法（昭和 25 年法律第

201 号）第二条第一号に掲げる建築物をいう。以下同じ。）で，多数の者が使用し，又は利

用し，かつ，その維持管理について環境衛生上特に配慮が必要なものとして政令で定める

ものをいう。 

２ 前項の政令においては，建築物の用途，延べ面積等により特定建築物を定めるものとす

る。 

 

【建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行令（政令）】（以下「政令」という。） 

第一条 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（以下「法」という。）第二条第一

項の政令で定める建築物は，次の各号に掲げる用途に供される部分の延べ面積（建築基準

法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第二条第一項第三号に規定する床面積の合計をいう。

以下同じ。）が３，０００平方メートル以上の建築物及び専ら学校教育法（昭和 22 年法律

第 26 号）第一条に規定する学校の用途に供される建築物で延べ面積が８，０００平方メ

ートル以上のものとする。 

 一 興行場，百貨店，集会場，図書館，博物館，美術館または遊技場 

 二 店舗又は事務所 

 三 学校教育法第 1 条に規定する学校以外の学校（研修所を含む） 

 四 旅館 
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２ 特定建築物事前審査の目的 

川崎市特定建築物事前審査及び指導に関する事務手続き要領に基づく特定建築物事前審査

は、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（以下「建築物衛生法」という。）の管理

基準を遵守できるよう、建築確認申請前に実施する構造設備の衛生に関する事前審査制度で

す。また、この審査は、建築基準法第９３条第５項及び同条第６項に規定する建築主事等か

ら保健所長への通知、それに対する保健所長からの意見制度を円滑に行うために実施します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 審査手順 

築主、建築主事・指定確認検査機関、区役所衛生課の事務の流れは以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

４ 審査内容 

建築物衛生法に規定する特定建築物に該当すると判断された場合には、空気調和設備、給

水設備、雑用水設備、排水設備、清掃、廃棄物・再利用物保管場所、その他環境衛生関係に

関する事項について審査します。 

 審査時に必要な設計図書類は次のとおりです。 

（１）一般図面 

   案内図、配置図、立面図、断面図、平面図 

【建築基準法第９３条】 
５ 建築主事又は指定確認検査機関は、第３１条第２項に規定する屎尿浄化槽又は建築物に

おける衛生的環境の確保に関する法律第２条第１項に規定する特定建築物に該当する建築

物に関して、第６条第１項の規定による確認の申請書を受理した場合、第６条の２第１項

の規定による確認の申請を受けた場合又は第１８条第２項の規定による通知を受けた場合

においては、遅滞なく、これを当該申請又は通知に係る建築物の工事施工地又は所在地を

管轄する保健所長に通知しなければならない。 
６ 保健所長は、必要があると認める場合においては、この法律の規定による許可又は確認

について、特定行政庁、建築主事又は指定確認検査機関に対して意見を述べることができ

る。 

           建築主（施主及び建築・設計業者）            
①事前審査     ③回答書 

    
                       ⑦建築確認通知  ④建築確認申  

          
                       

      

                         区役所衛生課 建築主事 
指定確認検査機関 

②事前審査 
指導事項 

⑥通知／意見書 

⑤建築基準法に基づく通知 
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（２）空気調和設備関係図面 

 系統図、ダクト図、設備機器一覧表 

（３）給排水設備関係図面 

   配管系統図、貯水槽・雑用水槽・排水槽関係詳細図、設備機器一覧表 

（４）計算書 

外気導入量計算書、除じん効率計算書、加湿量計算書、飲料水（湯）使用水量計算書、

雑用水使用水量計算書、排水量計算書、廃棄物・再利用物保管場所面積算定書 

（５）その他市長が必要と認める書類 
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１ 特定建築物維持管理権原者の主な義務  

※維持管理権原者とは・・特定建築物の所有者、占有者その他の者で当該特定建築物の維持管理

について権限を有する者 

（１） 建築物環境衛生管理基準に従い、当該特定建築物を維持管理する  

（２） 建築物環境衛生管理技術者からの意見の申出を尊重し維持管理する  

（３） 都道府県知事等が発出する維持管理の方法の改善命令等に従う  

２ 特定建築物所有者等の主な義務  

※所有者等とは・・所有者又は当該特定建築物の全部の管理について権限を有する者 

（１） 都道府県知事（川崎市にあっては川崎市長）への届出  

（２） 建築物環境衛生管理技術者の選任  

（３） 建築物環境衛生管理基準の遵守  

（４） 建築物の維持管理に関する帳簿書類の備え付け  

（５） 都道府県知事等による立入検査への対応 

３ 建築物環境衛生管理技術者の職務  

環境衛生上の維持管理に関する業務を全般的に監督  

（１） 維持管理業務計画の立案  

（２） 維持管理業務の全般的な監督  

（３） 環境衛生上の維持管理に関する測定又は検査の実施と結果評価  

（４） 環境衛生上の維持管理に必要な各種調査の実施と結果評価 

４ 届出について 

特定建築物の所有者等は、その特定建築物が使用されるに至ったときは、その日から１ヶ月以内

に、以下の事項を都道府県知事（川崎市にあっては川崎市長。提出先は所在地を管轄する区役所衛

生課）に届け出なければなりません。 

（１） 届出義務者 

原則として特定建築物の所有者ですが、その特定建築物の全部の管理について権原を有する

者（例えば丸借り人、事務管理者、破産管財人等）があるときは、その者が届出義務者となり

ます。また、共有又は区分所有の場合は、各共有者又は区分所有者がそれぞれ届出義務者とな

りますが、連名で１通の届出書を提出してください。 

（２） 届出事項 

① 特定建築物の名称 

② 特定建築物の所在場所 

③ 特定建築物の用途 

④ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行令第一条各号に掲げる用途に供される

部分の延べ面積 
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⑤ 特定建築物の構造設備の概要 

⑥ 特定建築物の維持管理権原者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、主たる事務所の

所在地及び代表者の氏名） 

⑦ 特定建築物の所有者等の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所在地

及び代表者の氏名） 

⑧ 建築物環境衛生管理技術者の氏名、住所及び免状番号並びにその者が他の特定建築物の建築

物環境衛生管理技術者である場合にあっては、当該特定建築物の名称及び所在場所 

⑨ 特定建築物が使用されるに至った年月日 

（３） 変更等の届出 

上記の届出事項に変更があったとき、又はその特定建築物が用途の変更等により特定建築物

に該当しなくなったときは、その日から１ヶ月以内にその旨の届出を行ってください。 

また、現在使用している建築物が、用途の変更や増築等により特定建築物に該当することに

なった場合にも、その日から１ヶ月以内に上記の届出を行う必要があります。 
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（参考資料） 

川崎市特定建築物事前審査指導事項等 

   

この参考資料の用語は、建築物における衛生的環境の確保に関する法律、同法施行令及び同

法施行規則によるものとし、必要に応じて同法施行規則に基づく関係の厚生労働大臣告示によるも

のとします。  

 

（空気調和設備）  

１ 外気の取り入れ  

（１）１人当たりの外気量  

   居室における二酸化炭素濃度を、法令に定める管理基準値である１０００ppm 以下に維持するた

め、必要な外気量は設計人員 1 人当たり２５m3/ｈ以上とする。  

（２）外気取入口  

   外気取入口は取入外気の汚染を防止するため、排気口・排熱・冷却塔・厨房排気・自動車排ガ

ス等の汚染源との間に十分な距離をとる。また、隣接の建築物との相互の空気汚染防止にも配慮し、

適切な位置に外気取入口及び排気口を設置する。  

（３）自走式駐車場からの汚染防止  

   地下階等屋内に自走式駐車場を設置する場合、駐車場内の空気が居室等に流入しない構造と

する。  

（４）縦ダクトによる外気の取り入れ  

   屋上等から外気を取り入れ、縦ダクトで各階に供給する場合、各階空気調和機等への外気量が

十分に確保できるようにする。  

（５）個別空調方式の外気取り入れ  

   個別方式の空気調和機を設置する場合、外気量を適正に取り入れられる構造とする。  

２ 空気調和機及び関連設備  

（１）設置場所及び構造  

   空気調和機は、その周囲に十分な点検スペースを確保し、加湿装置・排水受け等の清掃及び保

守点検が容易に行える場所に設置する。また、点検・清掃等の作業が容易に行える構造とする。特

に、空気調和機を天井に埋設する場合は、適切な位置に十分な大きさの点検口を設置する等の措

置を講ずる。  

（２）制御センサ  

   遠隔監視、自動制御などのため、居室などに温湿度検出器を設置するときは、温湿度を適正に

把握できる位置に設置する。  

（３）個別空調方式の運転制御  

   個別方式の空気調和機は、外気の取り入れ等適正に運転管理ができるようにする。特に、中間

期においても、必要な外気を確保できるよう有効な措置を講ずる。  

３ 空気清浄装置  

（１）性能  

   エアフィルタは、室内浮遊粉じん量を法令に定める管理基準値である、０．１５mg/m3 以下に維持

するのに必要な性能を有するものを設置する。 

４ 加湿装置  
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（１）性能  

   加湿装置は、相対湿度を法令に定める管理基準値である、４０％以上に維持するのに必要な性

能を有するものを設置する。また、中間期及び冬期冷房への対策も考慮し、適切な装置を設置す

る。なお、全熱交換器を設置する場合は、潜熱交換効率を考慮して、必要な加湿量を確保する。  

（２）噴霧方向  

   噴霧式（蒸気式及び水噴霧式）加湿装置にあっては、蒸気や水の噴霧方向は気流と対向方向と

し、かつ十分な噴霧スペースを確保する。  

（３）使用水の水質  

   加湿装置に供給する水は、水道法に規定する水質基準に適合するものとする。また、加湿方式

に応じた水処理装置を設置する。  

５ 全熱交換器  

（１）利用する排気  

   熱回収に利用する排気は、原則として居室系統の排気とする。  

（２）送風機  

給気側と排気側の間に適正な静圧差が確保できるように、適切な位置に送風機を設置する。  

（３）中間期対策  

   熱交換器を必要としない中間期対策用に、バイパスダクト等を設置する。  

６ 冷却塔等  

（１）設置場所  

   冷却塔の設置場所は、当該建築物の居室開口部や外気取入口及び他の建築物への影響等の

ない位置に設置する。  

（２）構造及び設備  

ア 冷却塔等は、点検・清掃・消毒・冷却水の入替え等の作業が容易に行える構造とする。また、

薬剤注入装置を設置する。  

イ 冷却塔は、冷却水・散布水の飛散を極力抑えた構造とする。また、開放式冷却塔の場合は、

原則として冷却水が飛散しにくい直交流型を設置する。  

（３）使用水の水質  

   冷却塔に供給する水は水道法に規定する水質基準に適合するものとする。  

７ 可変風量方式及び二酸化炭素自動制御  

（１）必要外気量の確保  

   温度、二酸化炭素濃度等の変動により送風量が最小になった場合でも、必要外気量を確保し、

良好な空気環境を維持できるシステムとする。  

（２）温度、二酸化炭素濃度測定器の設置場所  

   温度、二酸化炭素濃度等を測定する機器は、空調系統ごとに有効な位置に設置する。  

  

（飲料水設備）  

１ 貯水槽の容量 

（１）貯水槽の容量  

   貯水槽の容量は次による。  

ア 受水槽の容量は１日使用水量の４/１０から６/１０を標準とする。  

イ 高置水槽の容量は１日使用水量の１/１０を標準とする。  
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（２）設置場所  

ア 貯水槽は衛生上支障なく、かつ点検、清掃、補修等が容易に行える場所に設置する。やむを

得ずピット内に設ける場合には、点検、清掃、補修等が安全に行えるよう手掛かり、階段、踊り場

等を設ける。  

イ 貯水槽を屋外に設ける場合は、柵等の防護設備を設ける。また、遮光について十分に配慮す

る。  

ウ 高置水槽を設ける場合、点検、清掃、補修等が安全に行えるよう階段及び転落防止柵を設け

る。  

（３）点検スペース等  

   貯水槽の周囲は六面（天井面、床面、壁面）からの点検、清掃、補修等が容易に行えるよう、十

分なスペースを確保する。  

（４）２槽式  

   貯水槽は、清掃時にも支障なく給水できるよう、原則として２槽式とする。  

（５）停滞水防止構造  

   常に衛生的な水を確保するため、次の措置を講ずる。  

ア 貯水槽の給水口と揚水口は対称位置に設ける。  

イ 貯水槽の容量が大きい場合は、う回壁を設ける。  

（６）マンホール（蓋）  

   マンホール（蓋）の構造等は次による。  

ア マンホールの直径は６０cm 以上とし、マンホール蓋は防水型・鍵付で、衛生上有効に立ち上

げる。  

イ 貯水槽を屋外に設置する場合は、マンホール蓋は密閉かつ堅固な構造とし、樹脂製のものに

あっては二重蓋等とする。  

（７）吐水口空間の確保  

  上水配管への逆流を防止するために、オーバーフロー管と給水管末端との間の吐水口空間を十

分に確保する。  

（８）排水口空間等  

   オーバーフロー管及び水抜管は分離させるとともに、それぞれに排水口空間を確保する。  

（９）非常用給水栓  

   貯水槽を設置する場合には、災害時等に槽内の水を利用できるようにするため、非常用の給水

栓を設ける。  

２ 給水管  

（１）クロスコネクションの禁止  

   給水設備は、当該給水設備以外の管や設備とは直接連結させない。  

（２）直結給水栓の設置  

   建築物には、飲料水の安全確認や貯水槽の清掃を支障なく行えるよう、原則として直結給水栓

を設ける。  

３ 逆流の防止  

（１）吐水口空間等  

   雑用水槽、消防水槽等の非飲用系統に上水を給水する場合には、有効な吐水口空間を確保す

る。なお、有効な吐水口空間を確保できない場合には、逆流防止性能や負圧破壊性能を有する機
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器の設置等、逆流防止のための有効な措置を講ずる。  

（２）散水栓等  

   散水栓等は床埋込みとせず、原則として壁付または立上げ型とする。また、自動潅水装置やホ

ース等を常時接続する給水栓には、逆流防止性能や負圧破壊性能を有する機器の設置等、逆流

防止のための有効な措置を講ずる。  

４ 給湯設備  

（１）給湯設備の方式  

   使用頻度の低い給湯設備は、中央式とせず局所式とする。  

（２）中央式給湯設備  

中央式給湯設備は、点検、清掃等が容易な場所に設置する。また、構造については、次の措置

を講ずる。  

ア 貯湯槽には、清掃用の排水弁や槽内の湯の温度を均一にするための装置を設けるとともに、

適切な位置に温度計を取り付ける。  

イ 加熱装置は、レジオネラ属菌の増殖を抑制できる能力（槽内６０℃以上、末端栓５５℃以上）を

有するものとする。  

ウ 配管系統は、循環水の温度を均一に保持するため定流量弁等を設置する。また、配管はでき

るだけ短くするなど、湯の停滞を防止する措置を講ずる。なお、返湯温度を把握するため温度

計を取り付ける。  

エ 配管材料は、高温水や塩素消毒に耐える材質のものとする。  

オ 開放型補給水槽は、飲料水貯水槽と同等の構造とする。  

（３）膨張管  

   中央式給湯設備の膨張管は単独配管とし、高置水槽及び補給水槽に接続しない。  

  

（雑用水設備）  

１ 使用基準  

（１）水源・原水・用途・水質基準  

   上水以外を水源とする雑用水にあっては、塩素系薬剤による消毒を行い遊離残留塩素濃度を

保持する。さらに、水洗便所、散水、修景、清掃の用に供する水については、用途に応じた水質を

確保する。なお、再生（処理）水を散水、修景、清掃の用途に使用する場合は、し尿を含む水を原

水として用いてはならない。  

２ 構造設備等  

（１）設置場所及び塩素消毒設備等  

   雑用水貯水槽等の給水設備は、点検、清掃、補修等が容易に行える設置場所及び構造とする。

また、雑用水の処理過程には、塩素消毒設備及びろ過装置等を設置する。  

（２）補給水 

雑用水は、水量の不足に備え、他からの補給水が確保できる構造とする。ただし、広域循環方式

等で他から再生水等の供給を受ける設備を有している場合はこの限りではない。なお、飲用系から

補給する場合は、間接給水等により飲用系に逆流しない構造とする。  

（３）誤飲防止  

   雑用水を供給する全ての給水栓は、誤飲・誤使用を防止できる構造とする。  

（４）配管の識別  
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   雑用水の給水管は、他の配管との識別を明確にするため、その旨を色別等で表示する。  

（５）水質検査に供する検水栓  

   雑用水系統の末端には、法令に規定する水質検査を適正に実施することのできる位置に検水

栓を設ける。また、検水栓設置場所には、水質検査にあたり配管内の滞留水を除くための排水設

備を設置する。  

（６）便所  

   雑用水を用いる便器には、手洗い付きの洗浄用タンクを設置しない。また、洗浄装置付便座を設

置する場合は、洗浄装置には飲料水を供給する。  

３ 雨水利用  

（１）雨水の集水及び処理施設  

集水場所には、集水時に落葉等の混入を防止できる構造とする。また、処理施設に必要な設備

は次による。  

ア 砂等が混入する場合は、必要に応じて初期雨水の排除設備、スクリーン、沈砂槽、ろ過装置

等の設備を設ける。  

イ 塩素消毒設備を必ず設ける。  

ウ 余剰雨水を排除する設備を設ける。  

４ 修景設備  

（１）消毒装置・ろ過装置の設置  

  修景施設のうち、水を循環して使用し、かつエアロゾルの発生や建築物の利用者が接触するお

それがある場合には、たとえ水源が上水であっても、塩素消毒装置及びろ過装置を設ける。  

  

（排水設備）  

１ 排水槽  

（１）汚水、雑排水槽等の分離  

   汚水と雑排水は、汚染・汚濁負荷が高く水質が異なるため、原則として小規模な排水槽を除き合

併してはならない。また、湧水についても分離した槽とする。  

（２）槽の容量  

   排水槽の容量は、悪臭発生等の防止のため過大としない。  

（３）槽の構造  

   排水槽は、次に示す構造及び設備を満たすものとする。  

ア 槽の内部は不浸透性の耐水材質を使用し、漏水しない構造とする。  

イ 槽の底部には、吸込みピットを設け、吸込みピットはポンプケーシングの外側及び底部からの

間隔を２０cm 程度の位置に設ける。 

ウ 排水ピットに向けて１/１０から１/１５の勾配をとる。  

エ 槽内の入隅部は、汚物等の除去が容易に行える構造とする。  

オ マンホールは、直径６０㎝以上としマンホール蓋は防臭型とする。また、槽ごとに点検、清掃、

補修等が容易に行える位置に２か所以上設ける。  

カ 排水槽は、臭気の漏れない構造とし、外気に直接開放した通気装置を設け、末端開口部に

は耐蝕性防虫網を取り付ける。  

２ 排水ポンプ  

（１）排水ポンプ  
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 排水ポンプは、２台以上設ける。  

排水ポンプには、始動水位が規定水位以下となるような制御装置及び規定時間内で運転するた

めのタイマーを設置する。  

３ 排水管  

（１）排水口空間  

   機器等からの排水は、間接排水とし排水口空間を確保する。  

４ 阻集器  

（１）阻集器の構造  

   阻集器は、排水中から油脂、厨芥、ガソリン、土砂等を有効に分離する性能を有する３槽式以上

とし、かつ器内の点検、清掃、補修等が容易に行える構造とする。なお、飲食店舗等で厨房用阻集

器を設置する場合は、当該機器を設置することに支障のない床構造とする。  

  

（清掃、廃棄物保管場所）  

１ 清掃  

（１）休憩室・更衣室  

   清掃従事者等のための専用の休憩室、更衣室を設ける。  

（２）資機材倉庫  

   専用の資機材倉庫を設ける。  

２ 廃棄物・設置場所  

（１）面積及び設置場所  

   廃棄物の種類に応じ、分別して保管するのに十分な広さを有し、収集及び運搬が容易で、かつ

作業の際に周囲に影響を与えない場所に設置する。  

また、収集や運搬の経路についても、衛生的な状況が保てるようにする。  

（２）構造設備  

   衛生的に支障のない構造とし、必要な換気、給水、排水等の設備を設ける。  

  

（その他の審査事項）  

１ 喫煙場所  

（１）分煙対策  

   喫煙場所を設置する場合には、すき間のないように区画した上で、適切な排気対策を講じ、たば

こ煙が居室等に流出しない構造とする。 

２ 管理人室等  

（１）管理人室  

   維持管理の上で必要な専用の管理人室を設ける。  

（２）管理用資材置場等  

   管理用資材置場等を確保する。  
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